
�愛媛県告示第８２６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
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指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社モバイルコム デイフィットＡＳＲＥ和とべ 愛媛県伊予郡砥部町重光１８１番地４ 平成２４年５月１日 通所介護

社会福祉法人昌樹会 ショートステイこより 愛媛県伊予郡松前町大字神崎５８６番地
３ 平成２４年５月１日 短期入所生活介護

株式会社富士ライフサポート 富士ライフサポート訪問介護事業所 愛媛県今治市室屋町三丁目２－１９ 平成２４年５月１日 訪問介護

一般社団法人南宇和郡医師会 南宇和郡医師会訪問介護事業所 愛媛県南宇和郡愛南町御荘深泥７０３番
地２ 平成２４年５月１日 訪問介護

社会福祉法人弘正会 ショートステイコンフォート神山 愛媛県八幡浜市五反田１番耕地７６番地
３ 平成２４年５月１日 短期入所生活介護

株式会社佐藤建設 訪問介護事業所ファミーユ 愛媛県四国中央市上分町３１８番地１
コスモスハイツ３０４号 平成２４年５月１日 訪問介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケア内子デイサービス 愛媛県喜多郡内子町内子２５１番１ 平成２４年５月１１日 通所介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケア内子ショートステイ 愛媛県内子町内子２５１番１ 平成２４年５月１１日 短期入所生活介護

有限会社ひばり 天使訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市明倫町五丁目６番１７号 平成２４年５月２１日 訪問看護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

株式会社佐藤建設 居宅介護支援事業所ファミーユ 愛媛県四国中央市上分町３１８番地１
コスモスハイツ３０４号 平成２４年５月１日 居宅介護支援

きくぞのケアパーク株式会社 きくぞのケアパーク居宅介護支援事業
所吉田

愛媛県宇和島市吉田町東小路甲７１番地
１ 平成２４年５月１７日 居宅介護支援

毎週（火・金）曜日発行 第２３８０号 平成２４年６月２６日
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�愛媛県告示第８２８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社モバイルコム デイフィットＡＳＲＥ和とべ 愛媛県伊予郡砥部町重光１８１番地４ 平成２４年５月１日 介護予防通所介護

社会福祉法人昌樹会 ショートステイこより 愛媛県伊予郡松前町大字神崎５８６番地
３ 平成２４年５月１日 介護予防短期入所

生活介護

株式会社富士ライフサポート 富士ライフサポート訪問介護事業所 愛媛県今治市室屋町三丁目２－１９ 平成２４年５月１日 介護予防訪問介護

一般社団法人南宇和郡医師会 南宇和郡医師会訪問介護事業所 愛媛県南宇和郡愛南町御荘深泥７０３番
地２ 平成２４年５月１日 介護予防訪問介護

社会福祉法人弘正会 ショートステイコンフォート神山 愛媛県八幡浜市五反田１番耕地７６番地
３ 平成２４年５月１日 介護予防短期入所

生活介護

株式会社佐藤建設 訪問介護事業所ファミーユ 愛媛県四国中央市上分町３１８番地１
コスモスハイツ３０４号 平成２４年５月１日 介護予防訪問介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケア内子デイサービス 愛媛県喜多郡内子町内子２５１番１ 平成２４年５月１１日 介護予防通所介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケア内子ショートステイ 愛媛県内子町内子２５１番１ 平成２４年５月１１日 介護予防短期入所
生活介護

有限会社ひばり 天使訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市明倫町五丁目６番１７号 平成２４年５月２１日 介護予防訪問看護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社飛鳥 株式会社飛鳥 愛媛県西条市新田１９３番地４ 平成２４年５月３０日 福祉用具貸与

菊園株式会社 ヘルパーステーション菊園 愛媛県宇和島市北新町１５７２番地２ 平成２４年５月３１日 訪問介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

廃止年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

医療法人優悠会 門田医院 愛媛県西宇和郡伊方町三崎１４４２番地 平成２４年５月１日 居宅介護支援

合同会社ＵＭＩ 居宅介護支援事業所うみ 愛媛県東温市下林甲１４９０番地２ 平成２４年５月３１日 居宅介護支援
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�愛媛県告示第８３１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７７条第１項の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者の指定を取り消した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８４条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者の指定の全部の効力を停止した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の９第１項の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者の指定を取り消した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３５号
建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定（平成１９年６月愛媛県告示第１１７２号）の一部を次のように改正する。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

５ 指定の有効期間

指定をした日から５年間

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

菊園株式会社 ヘルパーステーション菊園 愛媛県宇和島市北新町１５７２番地２ 平成２４年５月３１日 介護予防訪問介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
取消年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社たんぽぽ 有限会社たんぽぽ 愛媛県新居浜市中西町１３番４３号 平成２４年６月６日 訪問介護

指定居宅介護支援事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 効 力 の 停 止
サービスの種類

名 称 所 在 地 内 容 期 間

有限会社たんぽぽ 有限会社たんぽぽ 愛媛県新居浜市中西町１３番４３
号 指定の全部の効力停止 平成２４年６月７日～

平成２４年１２月６日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
取消年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社たんぽぽ 有限会社たんぽぽ 愛媛県新居浜市中西町１３番４３号 平成２４年６月６日 介護予防訪問介護

改 正 後 改 正 前
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�愛媛県告示第８３６号
建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定（平成１９年６月愛媛県告示第１１７３号）の一部を次のように改正する。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８３７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出

があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 近 藤 直 新居浜市田の上１－１３－１９

�������
�愛媛県告示第８３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市吉岡泉土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出

があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 伊 藤 元 一 新居浜市田の上１－１６－１４

〃 長 尾 重 宏 新居浜市宇高町２－１２－１３

監 事 安 藤 功 新居浜市桜木町６－２０

�������
�愛媛県告示第８３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市吉岡泉土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小 野 洋 司 新居浜市郷２－５－２８

〃 橋 本 憬 範 新居浜市郷５－８－３６

〃 小 野 健 新居浜市神郷２－６－１２

〃 加 地 義 雄 新居浜市落神町７－７５

〃 渡 辺 一 郎 新居浜市郷４－１８－４１

〃 石 井 俊 一 新居浜市八幡３－４－１３

〃 福 西 一 人 新居浜市田の上１－１３－５

〃 小 野 和 男 新居浜市沢津町３－６－１８

〃 横 井 平 和 新居浜市沢津町２－９－３８

〃 石 山 三 朗 新居浜市沢津町２－６－３６

〃 石 山 敏 夫 新居浜市沢津町２－９－３４

監 事 小 野 彪 新居浜市沢津町２－７－３８

〃 柴 田 誠 治 新居浜市郷１－４－２７

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 橋 本 憬 範 新居浜市郷５－８－３６

〃 塩 見 政 雄 新居浜市郷３－１５－１４

〃 真 木 克 哲 新居浜市郷４－１２－１４

〃 小 野 洋 司 新居浜市郷２－５－２８

〃 渡 辺 剛 光 新居浜市神郷２－１－２１

〃 高 橋 昭 進 新居浜市宇高町１－７－２３

〃 岡 田 怜 一 新居浜市宇高町２－９－３１

〃 近 藤 國 廣 新居浜市宇高町１－１６－１６

〃 長 尾 重 宏 新居浜市宇高町２－１２－１３

〃 伊 藤 元 一 新居浜市田の上１－１６－１４

〃 福 西 一 人 新居浜市田の上１－１３－５

〃 石 井 俊 一 新居浜市八幡３－４－１３

〃 小 野 彪 新居浜市沢津町２－７－３８

〃 小 野 厚 新居浜市沢津町２－２－１７

〃 小 野 和 男 新居浜市沢津町３－６－１８

〃 横 井 平 和 新居浜市沢津町２－９－３８

監 事 碓 井 信 雄 新居浜市松神子２－７－３５

〃 岡 田 雅 夫 新居浜市宇高町２－９－３３

〃 白 � 愛 一 新居浜市清水町１０－２３

�������
�愛媛県告示第８４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市垣生土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２４年６月２６日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 伊 藤 方 正 新居浜市垣生２丁目６番４７号

〃 伊 藤 智 夫 新居浜市垣生１丁目８番６号

５ 指定の有効期間

指定をした日から５年間

改 正 後 改 正 前
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〃 岡 部 正 明 新居浜市垣生４丁目４番８号

〃 佐々木 作 新居浜市垣生５丁目７番７号

〃 三 浦 康 司 新居浜市垣生４丁目１番４３号

〃 藤 田 幸 正 新居浜市垣生６丁目１３番１１号

〃 岡 良 幸 新居浜市八幡３丁目１０番３８号

〃 三 浦 為 司 新居浜市垣生３丁目６番５号

〃 加 藤 宏 司 新居浜市宇高町５丁目１５番２４号

監 事 佐々木 俊 孝 新居浜市垣生３丁目４番３７号

〃 印 南 光 哉 新居浜市垣生１丁目１４番９号

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 安 藤 八 雄 新居浜市八幡１丁目１１番５０号

〃 藤 田 幸 正 新居浜市垣生６丁目１３番１１号

〃 伊 藤 方 正 新居浜市垣生２丁目６番４７号

〃 岡 部 永 親 新居浜市垣生３丁目６番３３号

〃 岡 部 正 明 新居浜市垣生４丁目４番８号

〃 三 浦 康 司 新居浜市垣生４丁目１番４３号

〃 佐々木 作 新居浜市垣生５丁目７番７号

〃 岡 忠 良 新居浜市八幡３丁目１０番３８号

〃 伊 藤 智 夫 新居浜市垣生１丁目８番６号

監 事 佐々木 俊 孝 新居浜市垣生３丁目４番３７号

〃 印 南 光 哉 新居浜市垣生１丁目１４番９号

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成２３年１２月２７日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心とし、

国又は関係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を

図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２３年及び平成２４年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２３年 平成２４年

平成２３年１月
から１２月まで

平成２３年７月
から平成２４年
６月まで

平成２４年１月
から１２月まで

平成２４年７月
から平成２５年
６月まで

まあじ ８，０００トン ４，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 若 干

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２３年及び平成２４年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年６月１４日 特定非営利活動法人Ｃｏｍｍｕ
ｎｉｔｙ Ｌｉｆｅ 松 本 光 司 松山市雄郡２－８－２５ ビッグロ

ーブ雄郡２０１号
この法人は、国内外を問わず援助を必要として
いる人たちに対して、生活援助・家族支援等に
関する事業を行い、彼らの生活の質向上に寄与
することを目的とする。
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また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２３年１月
から１２月まで

平成２４年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

５，６００トン ２，８００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２３年及び平成２４年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２３
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２３
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２４
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２４
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２３
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２４
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０
隻日

５，８８０
隻日

１６，５９０
隻日

５，８８０
隻日

７，４９０
隻日

７，４９０
隻日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成２３年及び平成２４年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業のうち、
さわら流
し網漁業

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する燧灘及び
安芸灘

平成２３年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る燧灘及び安
芸灘

平成２４年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する伊予灘

平成２３年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

及びさご
し、めじ
か流し網
漁業

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る伊予灘

平成２４年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する宇和海

平成２３年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る宇和海

平成２４年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため愛媛県資源管理指

針に基づく資源管理措置の着実な実施を推進するとともに、漁

業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく瀬

戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守され

るように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�������
�公 告

愛媛県県営住宅指定管理者の募集について

愛媛県県営住宅の指定管理者を次のとおり募集する。

平成２４年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 施設の概要

愛媛県中予地方局管内の愛媛県県営住宅（団地内にある集会室

や駐車場等の共同施設を含む。以下県営住宅という。）

２ 指定管理者の業務

� 入居者管理業務

入居募集、申込受付、入居順位決定（抽選）、入退居手続、

各種届出受理、各種申請書の受理及び審査、入居者指導等

� 収納等管理業務

家賃徴収、敷金徴収、口座振替手続き、収入申告受付、収入

認定補助、家賃滞納督促等

� 施設管理業務

緊急修繕及び一般修繕、空家修繕（退去修繕）、計画修繕

（別途指示するもの）、保守点検（法定点検含む）、日常点検

等
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� その他管理業務

駐車場管理、自治会指導、相談及び苦情処理等

３ 管理の基準

県営住宅の管理運営基準について、公営住宅法（昭和２６年法律

第１９３号）、愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５

号）等の趣旨を充分に理解、尊重のうえ住民サービスの向上と経

費の縮減、業務の効率化を図りつつ、適正な業務水準を確保する

こと。

４ 指定期間

平成２５年４月１日から平成２９年３月３１日までの４年間（予定）

５ 申請資格等

� 申請資格

申請資格を有するものは、指定期間中、適切に県営住宅の管

理を行うことができる法人その他の団体（以下「法人等」とい

う。）で、次のすべての要件を満たすものであること。

ア 愛媛県内に事務所を有する、又は設置しようとする法人等

であること。

イ 申請時に３００戸以上の賃貸住宅の管理実績（入退去事務を

含む。）があること。

ウ 次のいずれにも該当しないものであること。

� 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３１条

第１項の規定により、県における一般競争入札の参加資格

を有しない法人等

� 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）

の規定に基づき更生、再生又は破産手続等をしている法人

等

� 愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱又は愛媛県製

造の請負等に係る入札参加資格停止措置等に関する要綱に

基づく入札参加資格停止措置を受けている法人等

� 愛媛県税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納してい

る法人等

� 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項

の規定による指定の取消しを受けたことがある法人等

� 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

� 暴力団又は暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でな

くなった日から５年を経過しない者の統制の下にある法人

等

� 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがある

ものの代表者又は管理人を含む。）のうちに、次のいずれ

かに該当する者がいる法人等

� 成年被後見人又は被保佐人

� 破産者で復権を得ない者

� 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又

はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年を

経過しない者

� 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第２条に

該当する者

� 複数の法人等での共同申請

サービスの向上又は効率的運営を図る上で必要な場合は、複

数の法人等での共同による申請ができる。

� 留意事項

参加意思表明書の提出期間は平成２４年７月１１日（水）から７

月１８日（水）までの執務時間中（午前８時３０分から午後５時１５

分まで）とする。ただし、郵送等により提出する場合は、書留、

簡易書留若しくは配達記録郵便又は信書便でこれらに準ずるも

のにより、９に掲げる場所へ同日午後５時１５分までに必着のこ

と。

６ 指定管理者の選定方法等

� 選定基準

ア 県営住宅における県民の平等な利用を確保できるものであ

ること。

イ 県営住宅の設置の目的を効果的に達成することができるも

のであること。

ウ 県営住宅の管理経費の縮減が図られるものであること。

エ 県営住宅の管理を適正かつ確実に行う能力を有すること。

� 選定方法

外部有識者等の委員で構成する審査会での審査結果をもとに、

知事が指定管理者の候補者を選定する。

ただし、申請者が１団体のみであった場合には、審査会によ

る審査を省略する場合がある。

７ 申請に必要な書類

指定管理者の指定を申請する法人等は、次の書類を提出するも

のとする。

� 指定管理者指定申請書

� 県営住宅の管理運営に関する事業計画書及び収支計画書

� 定款若しくは寄付行為及び法人登記事項証明書

� 申請書類を提出する日の属する事業年度の前年度における申

請者の財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利

益処分計算書その他経営の状況を明らかにする書類

� 申請書類を提出する日の属する事業年度における申請者に関

する事業計画書及び収支予算書

� 申請者の概要を記載した書面

� 役員名簿

� 愛媛県税について、未納がない旨の証明書

	 法人税並びに消費税及び地方消費税について、未納の税額が

ないことの証明書


 印鑑証明書

� 申請書類のうち該当のないものについての申立書

８ 申請期間

平成２４年７月２７日（金）から８月３日（金）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものにより、同日午後５時１５分までに必着のこと。

９ 募集要項の請求先及び申請書の提出先

愛媛県土木部道路都市局建築住宅課公営住宅係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号（０８９）９１２－２７５９

１０ その他

詳細は、募集要項による。

平成２４年６月２６日 発行

愛 媛 県 報平成２４年６月２６日 第２３８０号

５８６


